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研究成果の概要（和文）：新しく開発した新型の引張り筋違装置(チャックバックルと命名)の試
作品について高い耐震性能を有することを繰り返し加力実験によって確認し、また、その実験

で得られた復元力特性を簡単なモデルで表し、これを組み込んだ建築物を計算モデルとした地

震応答計算を行い、チャックバックルを組み込むことで地震時挙動を改善することができ、大

きな余震に効果を発揮することが期待できる筋違材であるといことを確認した。 
 
研究成果の概要（英文）：It is concluded that the newly developed tensile bracing system 
(named Chuck Buckle) can actualize spindle-shaped restoringforce characteristics by the 
experimental tests in this research program. And also by the calculations of earthquake 
response, it is proved that Chuck Buckle is more effective than ordinary slender (small 
diameter) steel bar bracings as earthquake resistance building members. 
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１．研究開始当初の背景 
(1)従来から小規模鉄骨建築物の耐震部材と
して一般的に使われている細径鋼棒の筋違
材は、力学機構が単純で施工・維持管理も容
易で安価な優れた耐震部材である。しかし、
この耐震部材には、大きい揺れを経験すると
材長が伸びて、圧縮時には座屈して構造面か
ら大きくハミ出し、また引張り時には伸びた
部材がピンと張るまでは地震力に抵抗でき
ないという弱点がある。このため、強い地震
動を受けた後の大きい余震に対しては耐震
性能が期待できないという懸念が残る。 
 
(2)この弱点を補うために新型の筋違装置を
考案し、平成１６年から少しずつではあるが
研究を続けてきた。 
ここで開発した新型の筋違装置の基本構

造は、２個の偏芯輪で筋違鋼棒を挟む機構で
ある。２個の偏芯輪が筋違鋼棒を挟むとき偏

芯輪が鋼棒を軽く押付ける構造としている
ため、鋼棒に引張軸力が生じると摩擦により
偏芯輪が僅かに回転し、この回転の結果２個
の偏芯輪間距離が縮まろうとして鋼棒を強
く挟むことになり、引いては筋違鋼棒が軸力
に抵抗できることになる。 
他方、鋼棒に圧縮軸力が生じようとする場
合は、摩擦により偏芯輪が僅かに回転し、こ
の回転の結果２個の偏芯輪間距離が広まる
ことになり、鋼棒は偏芯輪との接触面で滑る
ため、筋違鋼棒には圧縮軸力が生じないこと
になって、また筋違材は座屈も免れることに
なる。 
 ここでは、この装置にチャックバックルと
命名している。 
 チャックバックルの特徴は復元力特性(軸
力-軸方向変形関係)が紡錘型履歴曲線を示す
ことである。 
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(3)これまでの研究結果は、以下の諸点とし
てまとめることができる。 
①筋違用細径鋼棒の径を１３φとしたとき
偏芯輪の径を１４０mm、ピン径を 45mmと
すれば期待される力学性能に近い結果が得
られる。すなわち、引張り過程に移ると直ち
に引張り軸力を生じ、地震力に抵抗すること
ができ、さらに引張り過程が続いても鋼棒が
降伏点に達し、その後の歪硬化域に及んでも
軸力を保持できる。他方、圧縮過程でも座屈
を生ずることなく、常に筋違鋼棒を直線状に
保つことができる。 
②偏芯輪と筋違鋼棒の接触点に作用する接
線方向力(摩擦力)Ｎ’と法線方向力(支圧力)
Ｐの比、これを支圧力比ηと呼ぶことにして
いるが（η＝Ｐ/Ｎ'）、支圧力比をη＝１．５
～２．５程度とすれば期待した挙動を示す。 
③地震応答計算によって、地震動が小さい場
合よりも大きい場合の方が新型筋違による
応答の抑制効果が大きい。 
 
(4)ただし、以下に列挙する諸点が解決すべ
き課題として挙げられる。 
 
④偏芯輪と筋違鋼棒の接触点における法線
方向力Ｐによって筋違鋼棒が押しつぶされ、
筋違鋼棒に「くびれ」が生じるので、地震力
が小振幅で引張り過程と圧縮過程が交番で
繰り返されたとき、圧縮過程から引張り過程
に移行する時点における「くびれ」と偏芯輪
の相対的な位置によって、偏芯輪が筋違鋼棒
を掴む効果に差が生じ、復元力特性にスリッ
プ域を形成することになる。つまり、地震力
に抵抗すべき軸力の発揮が遅れることにな
る。 
⑤「くびれ」が生じると、そこでは引張り破
断が生じやすくなる。このことと前期④のた
め、「くびれ」の発生状況をより詳しく調査
する必要がある。 
⑥試作品のチャックバックルは、重すぎる。
試作品は１個の重量が約 15.5kg であって、
これに対し、一般の筋違鋼棒材に使われてい
る M14 用(13φ相当)のターンバックルは約
0.6kgであり、その差はあまりにも大きい。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、次の５項目を研究目標とした。 
(1）支圧力比や偏芯輪の直径等の基本特性を
これまでの実験で用いたチャックバックル
と同じとしながら各部の鋼材量をこれまで
に比べ低減させ、軽量化したチャックバック
ルを試作し、これを組み込んだ場合にも鋼製
架構が水平変位角６％以上の変位域まで安
定した紡錘型の復元力特性を示すことを確
認する。 
 
(2)支圧力比はこれまでと同じとしながら、偏

芯輪の直径を大きくし、かつ形状を真円から
切り取った三日月形とする。このことにより、
さらに軽量化を図ったチャックバックルが
可能となり、この試作品を組み込んだ場合の
鋼製架構が示す復元力特性を求める。 
 
(3)繰返し荷重を受ける際の復元力特性(荷重
ー水平変位履歴曲線)に見られる載荷過程（立
ち上がり部）の履歴曲線・剛性に及ぼす既存
の「くびれ」の影響を確認する。 
 
(4)細径鋼棒が軸方向引張り力と繰り返しの
材軸直交圧縮荷重(側圧)を同時に受ける際に
側圧加力点に生ずる「くびれ」の深さに及ぼ
す諸因子を検討する。 
 
(5)チャックバックルを組み込んだ鉄骨建築
物の強震動に対する振動応答をシミュレー
ション計算で求めて地震応答性状を把握し、
さらに地震応答終了時における耐震要素(鉄
骨架構や筋違用鋼棒）の残留応力、残留歪を
検討する。 
 
３．研究の方法 
 上記の研究目標を達成するため、３種の繰
返し加力実験と低層鉄骨建築物を計算モデ
ルとする地震応答計算を行なった。 
(1)実験１-１ チャックバックルを組み込ん
だ鋼製架構の繰返し水平加力実験  実大
の約 1/3のスケールをもつ門形鋼製架構にチ
ャックバックル試作品と細径鋼棒を引張り
筋違いとしてＸ字型に配置して供試体とし
た(下の写真)。この門形架構は、柱・梁を強
剛な断面とし、さらに左右の柱脚をピン支持
とし、かつ柱・梁の接合部もピン節点とした
ため、架構の力学特性には筋違材の特性のみ
が反映する構造である。 

 
この架構の梁に油圧サーボ制御方式で制
御された繰返し返し水平荷重を加える実験
である。 
ここで用いるチャックバックルは支圧力
比をη＝2.0、偏芯輪の直径を 140mm とする
試作品である。 



 

 

 
上の写真は、試作品のチャックバックルで
ある。この研究では、さらに軽量化すること
を目的に、下の写真に示すように、偏芯輪に
大きな穴を開けたり、偏芯輪を支える周辺部
の鋼板厚を 9mm から 6mm へと薄くした。この
結果チャックバックルの重量を 15.5kg から
11.5kg へと 4kg 低減させることができた。 

 
(2)実験２-２ 大径偏心輪実験  支圧力比
をη＝2.0 とし、偏芯輪には直径を 200mm の
真円から切り取った三日月形とするチャッ
クバックルを試作し（下の写真）、これを前
述と同じ鋼製架構に組み込んだ場合の復元
力特性を求める。 

 
(3)実験２ くびれ位置の影響確認実験 
前記までの実験で筋違材として用いた鋼

棒と同じ径(13φ)・材料(SS400)の鋼棒を試
験片とし、この一端をη=2.0、直径を 140mm
とする偏芯輪のチャックバックルで掴み、他

端を手動ポンプ
による油圧ジャ
ッキで引張る実
験をおこなった
(右の写真)。 
 手動ポンプを
用いた理由は、
加力の途中段階
で経過に応じて
荷重の増減を調
整させるためで
ある。この実験
装置の特徴は、
鋼棒試験片にあ
らかじめ「くび
れ」を作ってお
き、この「くび
れ」の位置に対
する加力開始時
の偏芯輪の相対
的な位置を適時
選択設定できる
ことである(右
の写真)。 
 
(4)実験３ 長鋼
棒２軸加力実験 
 前述の実験１
で筋違材として
用いた鋼棒と同
じ径・材質で長
さを約２mとし
た鋼棒を試験片
とする。 
  この試験片の
一方の端部をピ
ン支持とし、他端に水平アクチュエータによ
る引張り荷重を加える実験である。 
 

 
実験装置の概要を上に示す。 
さらに、この実験では、偏芯輪と同じ材質
でできた２枚の円形加庄輪で試験片材長の
中央部を挟み、引張り荷重と同時にこの加庄
輪で試験片に材軸直交方向の繰り返し圧縮
を加えるものとした。この加庄輪は円の中心



 

 

に設けたピンで支持されており加庄輪は抵
抗なく回転できるため、鋼棒試験片が伸びる
ことへの拘束は小さい。 
 
(5)地震応答計算 ３階建て鉄骨造建築物を
３質点系剪断バネモデル(串団子モデル)で
表し、各階の復元力は５種の耐震要素の負担
力の和として表す計算方法を採った。各質点
の重量は階の床面積が約 400ｍ２である一般
的な事務所建築を想定して定め、柱・梁の断
面は現行の耐震規定を満たすよう定めたも
のである。５種の耐震要素は、①柱・梁から
なるフレーム要素、②右下がりの新型筋違装
置(チャックバックル)、③左下がりの新型筋
違装置、④右下がりの従来型の筋違、⑤左下
がりの従来型の筋違である。フレームの復元
力特性は完全弾塑性型とし、剛性はＤ値法で、
また保有体力は節点振分け法で算定した。 
新型筋違装置と従来型筋違の軸力－軸変形
関係では、どちらも圧縮域では軸力は０とし、
また引張り域のスケルトンカーヴを完全弾
塑性型とした。しかし、繰り返し挙動はそれ
ぞれの特徴を踏まえて定めた。新型筋違装置
の軸力－軸変形関係モデルを下の図に示す。 
 

 
 
他方、従来型の筋違の繰り返し挙動では、

圧縮過程で軸力を０とし、引張り過程では引
張り域の経験最大変位点を目指すスリップ
型の完全弾塑性モデルで表すものとした(下
図)。 
 

 
 

４．研究成果 
(1)実験１-１チャックバックルを組み込ん
だ鋼製架構の繰返し水平加力実験 
水平変位角Ｒが下の図に示すように振幅
を漸増させ、各変位振幅段階で３サイクルず
つ繰返すよう制御して実験をおこなった。 

その結果、水平荷重ＰとＲの関係が下の図に
示す通り描かれた。 

 この実験では、Ｒが３％の第１サイクルを
経験したところで筋違鋼棒が左下がりと右
下がりの両方で破断し、Ｐが急激に低下して
いた。つまり、目標としていたＲ＝６％に達
することはできなかったが、しかし破断する
までは、Ｐ―Ｒ曲線に見るとおり、紡錘型の
履歴ループを描いていることが分かる。最大
荷重が 40kN となっているが、これは筋違鋼
棒の引張り降伏点に対応する水平荷重値で
ある。 
 この結果は、軽量化したチャックバックル
によって、Ｒ＝３％までは紡錘型ループを描
き、履歴減衰が期待できることを示している。 
 
(2)実験２-２ 大径偏心輪実験 
  地震動時の不規則振動を想定した変位
過程で制御した場合の実験結果一例として
示す。下の図は、ここで用いた水平変位角Ｒ
の時刻歴である。 
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 下に示す荷重Ｐ―変位角Ｒ曲線は、支圧力
比をη＝２.０とした場合で偏芯輪の直径が
140mm とした場合と 200mm とした場合の結果
を重ねて描いた図である。 

 
この図をみると、最大水平荷重が多少異な

るが履歴曲線の全体としての傾向や剛性は
ほぼ等しく、偏芯輪の直径が 140mm と 200mm
と異なっても復元力特性に大きな違いが見
られないことがわかる。 
 
(3) 実験２ くびれ位置の影響確認実験 
  あらかじめ「くびれ」が出来ている鋼棒
にチャックバックル
を噛ませて引張り荷
重を加え、鋼棒を下
方に引っ張る実験で
は、引張り荷重を加
え始める時の偏芯輪
の位置を右の写真の
ように５箇所として、
それぞれで描かれる
引張り荷重Ｐと油圧
ジャッキのピストン
ヘッドの移動距離Ｘ
は下の図のように得
られた。このＸは、もしも偏芯輪がしっかり
と鋼棒と一体となっているならば鋼棒の伸
び量であると考えられるものである。 
まず「くびれ」のない状態で①の位置から

始め「くびれ」を作り、次にその「くびれ」
の中央②から加える実験を行い「くびれ」を
進行させ、さらにその同じ「くびれ」位置か
らは③として実験をした。つまり、「くびれ」

の深さを少しずつ進ませた場合の実験であ
る。その結果はこの図に見る通り、若干では
あるが①に比べ②の立ち上がり剛性が低下
しており、さらに③になると最初スリップし
てから立ち上がることがわかる。但し、スリ
ップ後に立ち上がった位置での③の剛性は
他に比べ大きくなっている特徴がある。推定
剛性は、チャックバックルが鋼棒を掴む位置
で鋼棒と偏芯臨が完全に固着しているとみ
なした場合の弾性剛性である。推定剛性に比
べ①②③の剛性が小さい値を示しているが、
これは、引張り荷重Ｐが鋼棒の降伏荷重に達
するまでの間に偏芯臨が回転するためであ
る。すなわち、ピストンヘッドの移動距離Ｘ
が鋼棒の伸び量とはならないことを示すも
のである。 
 次に、①の位置に「くびれ」があるときに
④あるいは⑤の位置から掴み始める場合の
実験をした。その結果は下の図に見る通り、
④から始めた場合は剛性が大きいことがわ
かる。これは、④から始めた場合は、偏芯輪
が鋼棒を加え始めたときに「くびれ」がスト
ッパーとして働くためと考えられ、逆に⑤の
場合は、くびれが偏芯輪を滑らせることにな
るためであろう。 

 
 この実験により、偏芯輪が鋼棒を掴み始め
る時の位置が「くびれ」の位置とどのような
関係にあるかによって、立ち上がり部の剛性
に違いのでることが確認された。 
 
(4)実験３ 長鋼棒２軸加力実験  
鋼棒材軸方向に引張り荷重を加えるアク
チュエータのピストンヘッドを等速で移動
させながら側圧として作用させる鉛直荷重
Ｐの加え方を３種変えた場合に鋼棒に生ず
る「くびれ」の深さを計測した。ここで、く
びれの深さは、上下の加庄輪間の距離の変動
量Ｘとに等しいとみなすこととしている。 
 側圧Ｐが一定の値６０kN を保つとした場
合の「くびれ」による鋼棒径の減少量Ｘが下
の図のように得られた。この図の横軸は水平
アクチュエータのピストンヘッドの移動距
離δであり、ほぼ鋼棒試験片の軸方向伸び量
に対応するものであり、縦軸がＸである。δ
が０から１５mm では引張り荷重が増加して 



 

 

 
ゆき降伏荷重に達するまでに相当する。この
間に鋼棒径は約 1.8mm から 2.7mm へと縮みが
進行することがわかる。続くδの１５mm から
５５mm の間はＸの値に変化がみられないの
は、引っ張り荷重が降伏荷重を保ったまま鋼
棒が伸びていることに相当する。その後δの
進展に伴いＸが増加し、つまり鋼棒径の縮が 

 
進行し、δが１８０mm に達し、Ｘが５mm と
なったところで鋼棒試験体が破断した。この
間のＰとＸの関係を上の図に示す。 
 上の図では、縦軸が鉛直荷重Ｐであり、横
軸がＸである。Ｐの増加に伴い直線的にＸが
増加し、その後Ｐの値が定値の６０kNを保つ
間もＸは増加し続け、Ｘが５mm に達したとこ
ろで試験体の破断したことが示されている。 
 この実験結果から、例え側圧が一定値を保
っている場合でも、軸方向力が加わり、軸方
向伸びが進行すると、側圧による「くびれ」
は進行することがわかる。 
 
(5) 地震応答計算 各階ごとの筋違用鋼棒
の総断面積を A｡とし、チャックバックルの筋
違用鋼棒面積をＡc、従来型筋違の面積をＡt 
としたとき、A｡＝Ａc ＋Ａt である。また、
A｡に対するＡc の比をα(α＝Ａc/ A｡、チャ
ックバックル率)とする。ここで、各階ごと
の筋違用鋼棒の総断面積 A｡を一定に保もの
とし、αをパラメタにして多数の強震記録に
対する地震応答を求めた。強震記録は全て最
大加速度が 500gal となるよう拡大・縮小し
ている。 

 
上の図は、縦軸に地震振動後のチャックバ
ックル筋違鋼棒の残留歪度の最大値と平均
値を各階毎に示したものである。最大や平均
は計算に用いた多数の地震動について、およ
び各階に配置された筋違について求めたも
のである。 
 上の図から、３階の筋違で残留歪が特に大
きい結果となっていること、αが大きくなり、
チャックバックルの割合が多いほど残留歪
が小さくなることがわか。これより、α=0.5
～0.75 とすることで残留歪を減らすことが
期待できると言える。筋違鋼棒が引張り破断
をするかしないかの判断基準として歪９％
を一つの目安としているが、上の図によれば、
３階の筋違でαが 0.75 以下の一部で９％の
歪みを超えていること、２階、１階では９％
までにかなりゆとりがあり、余震に対する高
い耐震性能も期待できることがわかる。 
 以前の研究で、小さい地震動の場合にはα
は小さい方が地震応答量は小さいとの結果
を得ているので、これを考慮すると、α＝0.5 
～0.75 程度が耐震上有利になると考えられ
る。 
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